
退職手当等を支払う際に、所得税の源泉徴収とあわせて、退職手当等に対する個人市･府民税額

国税庁ホームページ（https://www.nta.go.jp/）の「タックスアンサー」をご確認ください。

（所得割）を
徴収し、徴収した月の翌月１０日までに、給与分の月割額とあわせて納入してください。
　納入書および納入申告書について、11～12ページの記載方法により必要事項を記載のうえ納入してください。
　また、「退職手当等に係る市民税･府民税特別徴収税額納入内訳書」（20 ページ）を、１5 ページの記載方法
により作成し、大阪市船場法人市税事務所個人市民税（特別徴収）グループへ提出してください。

（注）

　退職手当等（注）に対する個人市・府民税は、所得税と同様に他の所得とは分離して計算し、所得税の源泉徴収
とあわせて、退職手当等から差し引いて徴収し、納入していただくことになっています。
（注）退職手当、一時恩給、その他退職により一時的に受ける給与およびこれらの性質を有する給与をいいます。

勤続年数20年以下の場合

勤続年数20年超の場合

（注）勤続年数が５年以下の法人役員等が支払を受ける退職手当等については、上記計算式の２分の１を適用せず、「退職手当
等の支払額」から「退職所得控除額」を差し引いた金額が「課税退職所得金額」となります。なお、令和４年１月１日以
降の退職手当等の支払においては、勤続年数が５年以下の法人役員等以外の方であっても、「退職所得控除額」を差し引
いた金額のうち300万円を超える部分については、上記計算式の２分の１の適用はありません。

〰〰〰〰

か
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　令和３年度分の特別徴収税額を納入している市町村に提出してください。

　納税者（従業員等）からの申出がある場合は、未徴収税額をまとめて徴収していただきます。
　なお、一括徴収制度は、利便性と納税の円滑化を考慮して設けられた制度ですので、趣旨をご理解
いただき、納税者（従業員等）には一括徴収を勧奨していただきますようご協力をお願いします。

　納税者（従業員等）からの申出にかかわらず、未徴収税額をまとめて徴収していただきます。

　なお、海外へ転勤、帰国される納税者（従業員等）については、一括徴収の勧奨（上記①に該当する場
合）に加え、納税管理人に係る申告・申請の勧奨にもご協力をお願いします。

（注）すでに他の特別徴収義務者（給与支払者）において特別徴収されている納税者（従業員等）は切り替えでき
　　ません。

　特別徴収義務者（給与支払者）の所在地等に変更があった場合には、「特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書」
（21ページ）を提出してください。

　提出にあたっては、郵送等により、大阪市船場法人市税事務所個人市民税（特別徴収）グループへ提出して

　異動届出書の様式については、「給与支払報告に係る給与所得者異動届出書」と「特別徴収に係る給与所得者
異動届出書」とを兼ねた様式としています。異動届出書の記載方法については、13～14ページをご確認くだ
さい。

ください。（注）電話･FAX･電子メールによる提出の受け付けは行っておりません。
なお、令和４年１月以降の異動の届出について、納税者（従業員等）が転居により令和４年１月１日現在

に他市町村にお住まいの場合は、異動届出書をもう１部作成し、転居先の市町村へも提出してください。

18ページ

11ページ

、かくだたい用利ていつに

令和３年６月１日から１２月３１日までの異動の場合

令和４年１月１日から４月３０日までの異動の場合

大阪市ホームページからダウンロードしてご利用ください。

（注）未徴収税額が、給与・退職手当等の合計額を超える場合は、一括徴収ができませんので、転勤先にて
特別徴収を継続していただくか、普通徴収への切り替えが必要です。

記入

を提出してください。



令和

令和

（2） 退職所得に係る納入申告書（法人用）〈納入書裏面〉
退職手当等の支払があり、退職手当等に対する所得割額を納入する場合には、次の記載例を参考に、納入

申告書に記入してください。特別徴収義務者（給与支払者）が個人事業主の場合は、次のページをご確認下さい。

（1）

■　各種届出書の様式について

退職手当等に対する所得割額を納入する場合には、「退職手当等に係る市民税･府民税 特別徴収税額納
入内訳書」（20 ページ）を、15 ページの記載方法により作成し、提出してください。

8

※　　　　　のマークがある様式はインターネットにより提出することができます。
　 eLTAXについては、裏表紙をご確認ください。

①納入金額（1） 欄　

あらかじめ印字されている「納入金額（1）」欄の金額を納
税者の退職等により変更する場合は、「納入金額（1）」欄
の数字を二重線で抹消し、変更後の金額を「納入金額
（2）」欄に記入してください。

②納入金額（2） - 給与分 欄　

各納税者（従業員等）から徴収した給与に対する特別徴
収税額の月割額の合計額を記入してください。
また、退職等により、未徴収税額を一括徴収した場合の納
入金額は、この「給与分」欄に含めて記入してください。

③納入金額（2） - 退職所得分 欄　

　各納税者（従業員等）から徴収した退職手当などに対す
る所得割額の合計額を記入してください。

④納入金額（2） - 延滞金 欄　
納入期限までに税額を納入しなかった場合で延滞金が
生じる場合には、延滞金の金額を記入してください。

⑤納入金額（2） - 合計額 欄　
②～④納入金額（2）各欄の合計金額を記入してくださ
い。

①提出日 欄　提出年月日（納入日）を記入してください。
②徴収月 欄　徴収月（退職手当などの支払月）を記入し
てください。

③納入人員 欄　退職手当等に対する所得割額を納入する
納税者（従業員等）の人数を記入してください。

④退職手当等支払金額 欄　退職手当等の支払金額の合
計額を記入してください。

⑤・⑥特別徴収税額（市民税・府民税） 欄　
退職手当等に対する所得割額を市民税・府民税の別に
記入してください。（計算方法は10ページ参照）

⑦特別徴収義務者 欄　
特別徴収義務者（給与支払者）の郵便場号、所在地およ
び名称を記入してください。

⑧法人番号 欄　
国税庁より通知される法人番号を記入してください。

年 月分令和 ○  9

令和〇年10月10日

200000

納　期　限

256,000

〒530-XXXX

大阪市北区中之島1-3-20

○○商事株式会社

■②～⑤納入金額（２）各欄の数字は、納入申告書（納入書裏面）の記載方法により黒のペンで丁寧に記入してくだ
　さい。

■予備の納入書をご使用になられる場合は
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